
 

 

 

 

3.全国および沖縄県の水産業の動向 

  



3.全国および沖縄県の水産業の動向 

3-1 水産物の消費・需要の動向  

全国での魚介類および肉類の消費・需要の動向は、平成 24（2012）年から令和元（2019）年ま

での 10 年間、肉類の消費が魚介類の消費を上回っており、一人一日あたりの摂取量の差も、平成

24（2012）年の 18ｇから、令和元（2019）年には 38.9ｇと広がった。 

 
図 3-1 国民 1人 1日当たり魚介類と肉類の摂取量の推移1 

 

沖縄県における魚介類の１世帯当たり年間購入金額(令和元（2019）年～令和２（2020）年平均)

は、かつお節・削り節は、全国１位で、購入金額 2,411 円と全国平均の約 2.5 倍である。また、

魚介の缶詰は、全国２位で、6,460 円と全国平均の約 1.8 倍購入されている。 

 

表 3-1 沖縄県における主な魚介類支出金額2 

 

※全国順位は地域ブロック(北海道、東北、関東、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄)による順位。 

  

                                                      
1資料：「国民健康・栄養調査(平成 23年～令和元年)」(総務省統計局)より作成 
2資料：「家計調査(令和元年～令和 2年沖縄県平均）」(総務省統計局)より作成 

品目 購入金額（円） 全国平均（円） 全国順位 備考

鮮魚類：まぐろ 5,552 4,379 4位 ※消費量　2,533ｇ  全国2位

　(全国平均1,703g)

かつお節・削り節 2,411 957 1位 ※消費量　931ｇ    全国1位

 　(全国平均 273g)

魚介の缶詰 6,460 3,559 2位

かまぼこ 2,903 3,230 10位
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3-2 水産業の動向 

(1) 漁業・養殖業の動向 

平成 22（2010）年以降の沖縄県の漁業生産額は増加傾向にあり、令和元（2019）年の海面養

殖業の割合は全国の 35.6％に対し、沖縄県では 43.5％と約 1.2 倍となっている。 

 

図 3-2 漁業生産額の推移(沖縄県)3 

 

 

図 3-3 漁業生産額の部門別構成の比較(令和元年)4 

                                                      
3出典：沖縄県の農林水産業(令和 5年 3月版)P54 
4資料：沖縄県の農林水産業(令和 4年 3月版)P54 より作成 
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(2) 安全な操業のために 

令和４（2022）年の全国における漁船の船舶海難隻数は 449 隻で、それに伴う死者・行方不明

者の数は 21 人となっている。また、漁労作業中の海中転落者は 65 人である。そのうち死者又は

行方不明者は 43 人である。 

沖縄県（中城海上保安部管内）の船舶海難発生状況によると、令和２（2020）年で 19 隻（うち

小型船舶が 68％）で、事故の要因は、人為的要因による事故が全体の約８割であった。また、死

者・行方不明者数は 12人であり、そのうち約半数がマリンレジャー以外の海浜事故となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 漁船の船舶海難隻数及び船舶海難に伴う（左）・漁船からの海中転落者数及び海中転落による（右） 

死者・行方不明者数の推移5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 沖縄県6の船舶海難発生状況（左）及び死者数・事故区分（右）7

                                                      
5引用：水産庁「水産の動向(令和 4年)」P86 
6 第 11 管区海上保安部 中城海上保安部管内 担任水域（沖縄本島、伊平屋島、伊是名島、久米島、慶良間列島）

https://www.kaiho.mlit.go.jp/11kanku/introduction.html 
7 引用：海上保安庁 中城海上保安部「令和２年中城海上保安部管内海難発生状況（速報値）」 
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(3) 漁業協同組合の動向 

令和４（2022）年３月末時点、全国の漁業協同組合数（沿海地区）は 873 組合である。漁業者

数の減少に伴って、組合数の減少が進行しており、合併等により組合の事業および経営の基礎を

強化するとともに、販売事業の一層の強化を図る必要がある。 

沖縄県8における令和２（2020）年度末現在の組合数は、沿海地区出資漁協 35組合、業種別出資

漁協２組合、水産加工業協同組合（かまぼこ）１組合の合計 38組合となっている。沿海地区漁協

の構成についてみると、令和２（2020）年度末の１組合平均組合員数は、正組合員 66 人、准組合

員 67人、計 133 人で、全国平均に比べ正組合員が少なく、准組合員が多い状況となっている。ま

た、１組合平均財務規模は、全国平均と比べて依然として小さい。 

 

(4) 水産物の流通・加工の動向 

全国での水産物卸売市場の数について、産地卸売市場は近年横ばい傾向であり、消費地卸売市

場は減少している。また、水産物の消費地卸売市場経由率は低下傾向で、市場外流通が増加して

いる。卸売市場は、水産物を効率的に流通させる上で重要な役割を果たし、輸出も見据えた品質・

衛生管理体制の強化や、統廃合等による市場機能の維持・強化が必要である。 

また、水産加工業の動向として、国内消費仕向量の７割は水産加工品として供給されており、

水産加工品製造の事業所数および加工製品の製造量は、平成 27（2015）年以降減少しているが、

出荷額は横ばいを維持している。今後は、多様化する消費者ニーズを捉えた商品開発や HACCP へ

の対応も求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 水産加工品のうち食用加工品の生産量の推移9 

  

                                                      
8 出典：沖縄県の農林水産業(令和 5年 3月版)P58 
9 資料：水産庁「令和 4年度 水産の動向」「令和 5年度 水産施策」概要 P14,P15 
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3-3. 日本の水産資源と漁場環境をめぐる動き 

(1) 日本周辺水域の水産資源と資源管理 

全国の水産資源の管理は、資源評価に基づき適切な管理措置をとることが重要である。令和２

（2020）年 12 月に施行された改正後の漁業法に基づき、令和３（2021）年度に、資源評価対象魚

種を 119 魚種から 192 魚種に拡大している。また、資源管理の手法は、３つ（投入量規制、技術

的規制、産出量規制）に大別され、漁業の特性や漁業者の数、資源の状況等により、これらの手

法を使い分け、組み合わせながら資源管理を実施している。また、採貝・採藻、定置漁業、養殖

業、内水面漁業等については、漁業権制度で管理し、沖合・遠洋漁業等については許可制度等で

管理している。また改正後の漁業法に基づく新たな資源管理を推進し、資源管理協定は、令和５

年３月時点で８協定が策定され、沿岸漁業においても、都道府県知事が認定する資源管理協定へ

の移行が順次進められている。 

沖縄県10では、漁業法（昭和 24（1949）年法律第 267 号）第 14 条第 1 項に基づき、農林水産大

臣が定める国の資源管理基本方針（令和２（2020）年農林水産省告示第 1982 号）に即して、沖縄

県において資源管理を行うための方針（沖縄県資源管理方針）を定めている。 

沖縄県資源管理方針では、資源管理に関する基本的な事項、特定水産資源ごとの知事管理区分、

特定水産資源ごと漁獲可能量の知事管理区分への配分基準、知事管理区分ごと漁獲量の管理手法

等を規定しており、本県で対象となる特定水産資源は、「くろまぐろ（小型魚）」と「くろまぐろ

（大型魚）」だが、県と漁業者は、この方針に基づいて、くろまぐろの持続的な利用を図ることと

している。今後、特定水産資源以外の魚種における資源管理の考え方や方向性についても、この

方針に定める予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 資源管理の流れ11  

                                                      
10出典：沖縄県 HP(https://www.pref.okinawa.jp/site/norin/suisan/shigenkanrihoushi.html) 

11資料：水産庁「令和 4年度 水産の動向」「令和 5年度 水産施策」概要 P18 
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3-4.活力ある村づくり 

(1) 漁港・漁村の現状と役割 

水産業および漁村は、自然環境を保全する機能、国民の生命・財産を保全する機能、交流等の

場を提供する機能、地域社会を形成し維持する機能等の多面的機能を適切に発揮し、その恩恵は

広く国民に及ぶものである。漁村の活性化のためには、それぞれが有する地域資源を十分に把握

し、最大限に活用することが重要である。 

令和４(2022)年３月に閣議決定された水産基本計画および漁港漁場整備長期計画に「海業」と

いう言葉が盛り込まれた。この言葉は、昭和 60（1985）年に、神奈川県三浦市により提唱された

もので、漁業や漁港を核として地域経済の活性化を目指すとされている。現在、漁港機能の再編・

集約等により空いた漁港の水域や用地等が、増養殖や水産物直売所等の海業等に活用され、漁村

の活性化に寄与している。また、観光客等の来訪者を増やし、交流を促進するため、伝統的な生

活体験や漁村地域の人々との交流を楽しむ「渚泊」等も国では推進している。 

また、沖縄県伊江村12では、観光漁業を推進するため、新たな漁業体験プログラムの開発をはじ

め、観光および教育旅行の受け皿となる海業支援施設を整備するなど、非漁獲漁業収入の向上を

図る取組みも進めている。 

 

 

図 3-8 海業の事例イメージ13 

                                                      
12 資料：浜の活力再生プラン 令和 4～8 年度 第２期 P4 

13 資料：水産庁「令和 4 年度 水産の動向」「令和 5 年度 水産施策」概要 P28 
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(2) 沖縄県の漁港 

沖縄県（本島）の漁港は、県管理が 27港、市町村管理が 60港となっている。糸満漁港は、沖

縄県唯一の県管理の第３種漁港となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 漁港位置図14  

                                                      
14資料：沖縄県漁港位置図(平成 31年 4月現在）より作成 

拡大 

<糸満市の漁港> 
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3-5. 今後の推進施策 

(1) 国の施策「漁港漁場整備長期計画」 

1.趣旨 

漁港漁場整備長期計画は、漁港漁場整備法（昭和 25（1950）年法律第 137 号）第６条

の３の規定に基づき、水産業、漁村を支える基盤である漁港や漁場の整備の総合的かつ

計画的な実施に資するため、５年間を一期として策定するものです。新たな計画は、令

和４（2022）年度から令和８（2026）年度までの５年間を計画期間としています。 

 

2.新たな漁港漁場整備長期計画のポイント 

 今後５年間に重点的に取り組む課題を以下の３つに明確化するとともに、目指す姿と

成果目標・事業量等を設定し、計画的に漁港漁場整備事業を推進します。 

 

（1）産地の生産力強化と輸出促進による水産業の成長産業化 

・拠点漁港等の生産・流通機能の強化 

・養殖生産拠点の形成 

＜主な成果目標＞ 

・流通拠点漁港において、総合的な衛生管理体制の下で取り扱われる水産物の取扱量

の割合を 45％からおおむね 70％に向上させる 

・漁港・漁場整備や漁港の活用を図る養殖生産拠点地域において、生産の維持・拡大

によりおおむね 100 万トンの養殖生産を確保する等 

 

（2）海洋環境の変化や災害リスクへの対応力強化による持続可能な漁業生産の確保 

・環境変化に適応した漁場生産力の強化 

・災害リスクへの対応力強化 

＜主な成果目標＞ 

・水産資源の回復や生産力の向上のための漁場整備により、おおむね 6.5 万トンの水

産物を増産させる 

・流通拠点漁港において、地震・津波災害発生時における水産業の早期回復体制が構

築された漁港の割合を 27％からおおむね 70％に向上させる等 

 

（3）「海業（うみぎょう）」振興と多様な人材の活躍による漁村の魅力と所得の向上 

・「海業」による漁村の活性化 

・地域の水産業を支える多様な人材の活躍 

＜主な成果目標＞ 

・漁村の活性化により都市漁村交流人口を、おおむね 200 万人増加させる 

・漁港における新たな「海業」等の取組をおおむね 500 件展開する等 
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(2) 新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 新たな農林水産業振興計画について15 

                                                      
15出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P3 
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図 3-11 おきなわブランドの確立と生産供給体制の強化16 

                                                      
16出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P19 
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図 3-12 県産農林水産物の安全・安定供給と消費者信頼の確保17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
17出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P21 
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図 3-13 多様なニーズに対応するフードバリューチェーンの強化18 

 

                                                      
18出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P26 
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図 3-14 担い手の育成・確保と経営力強化19 

                                                      
19出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P29 
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図 3-15 農林水産業のイノベーション 創出及び技術開発の推進20 

 

 

 

 

 

                                                      
20出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P33 
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図 3-16 成長産業化の土台となる 農林水産業の基盤整備21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
21出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P38 

魚礁 
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図 3-17 魅力と活力ある農山漁村地域の振興と脱炭素社会への貢献22 

                                                      
22出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P41 
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図 3-18 魅力と活力ある農山漁村地域の振興と脱炭素社会への貢献23 

 

 

                                                      
23出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P42 
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図 3-19 魅力と活力ある農山漁村地域の振興と脱炭素社会への貢献24 

                                                      
24出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P43 
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図 3-20 南部特性を生かした圏域別振興方向25 

                                                      
25出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P50 
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図 3-21 南部特性を生かした圏域別振興方向26 

                                                      
26出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P51 
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図 3-22 農林水産業振興計画の目標27 

                                                      
27出典：新・沖縄 21世紀農林水産業振興計画 P58, P59 
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